2009年1月8日告示、1月25日投票　岐阜県知事選立候補者アンケート　高レベル放射性廃棄物処分地関連

木下候補の回答と理由・意見に対する私たちのコメント　　　　　2009/01/22
１．県条例の制定について　　　　　　　　　　　　　　　回答：制定すべきだ

２．高レベル放射性廃棄物処分地の受け入れについて　　　回答：受け入れない
	理由・意見

「岐阜県に高レベル放射性廃棄物を持ち込むことを禁止する条例を制定します｣という公約を私は掲げています。高レベル放射性廃棄物の処分地を公募しても､調査地域さえ確保できない状況下で､核のゴミを「地層処分｣する政府の方針を実現しようとすれば､電源三法交付金を受け取り､地層処分「研究｣のための施設を持っている地域を処分地にすればよいという世論を広げ､その圧力で地層処分の「研究施設」を受け入れている自治体に「処分地」を受け入れさせていくほかに実現の道はないでしょう｡この点で､地層処分｢研究施設」を持っている県と市の首長は､ 県民・市民のいのちと健康、安全、環境を守ろうとするならば. ｢わが自治体が､地層処分場を受け入れる可能性は100%ない｣ことを、政府と全国の自治体に公然と明確に表明する責任があると考えます｡


◆私たちのコメント

公約に条例制定を掲げておられることを高く評価します。木下候補が知事になったら早々に条例制定を実現されるよう望みます。
  北海道は2000年に「北海道における特定放射性廃棄物に関する条例」で「特定放射性廃棄物の持込みは慎重に対処すべきであり、受け入れ難いことを宣言する」との道条例を制定した上で、幌延深地層研究センターを受け入れました。　　　　　　　

道条例があっても、道民の幌延処分場への不安は消えません。マスコミも事あるごとに幌延処分場化への懸念を強く指摘しています。
　それは研究所の「計画と処分場の計画は明確に区別」して行う（1994年原子力長計）との方針の下、超深地層研究所とその周辺地域は処分場にならないかの如く喧伝されてましたが、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」には地下研究所施設を受け入れた瑞浪市を処分場から除外するとの規定がありません。そのため瑞浪市にも応募を促すNUMOの文書が届けられています。岐阜県はこうした法律の不備を県条例で担保することが不可欠です。
３　 ① RI・研究所等廃棄物処分地 :受け入れない　　

②　ウラン残土レンガの持ち込み:　認めない

	理由・意見

県民のなかに不安がある｢R I ･研究所等廃棄物処分地｣は受け入れません｡
県民のなかに不安がある「ウラン残土レンガ」の岐阜県内への持ち込みは拒否します。


◆私たちのコメント
ＲＩ・研究所等廃棄物、ウラン残土レンガは共に民に不安を抱かせる施設であり、そもそも岐阜県が必要とする事情はありません。とりわけ原子力機構のウラン残土レンガの持ち込みは岐阜県内をウラン残土処分場にするための方便です。レンガにしてもウランが消えるはずもなく、持ち込みは許されません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

